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第105回定時株主総会招集ご通知における

電子提供措置事項

　　　　以下に記載する事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求を

　　いただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

　　項から以下の事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

　　なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事



　会社の新株予約権等の状況に関する事項　

該当事項はありません。

　会　計　監　査　人　に　関　す　る　事　項　

１．会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

２．報酬等の額

　　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　　当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額

（注）１．  当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引

　法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないことから、上記金額はこれら

　の合計額を記載しております。

２．  当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査

　計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、 報酬額

　の見積りの妥当性を検討した結果、 会計監査人の報酬等につき、会社法第 399 条第 1 項 の同意を行っ

　ております。

３．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　 当社では、監査役会において、次の方針を定めております。

　 監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合には、会計監査

人の解任又は不再任に関する株主総会の議案の内容を決定することといたします。

　 会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役会は監査役

全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

支給額

26百万円

26百万円
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当社は、2006年５月11日開催の取締役会において、内部統制システム整備に関する基本方針を決議し、以降必要

 に応じて改定を行っておりますが、内部統制の一層の充実のため、2017年４月27日開催の取締役会において改定を

 決議し、その方針に基づき、次のとおり業務の適正確保に努めております。

１．取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する体制 

　 取締役の職務執行に係る文書その他の情報につき、当社の社内規程に従い適切に保存及び管理を行う。 

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１） 　リスクマネジメント規程を定めて統括取締役がリスク管理を統括するとともに、取締役会が選定する重要リスクに

 　ついて、そのリスク管理状況を定期的にモニタリングする体制を整備する。

（２） 　大規模な事故、災害等が発生した場合の対応として、危機管理規程・事業継続計画（BUSINESS CONTINUITY 

　  PLAN:BCP）を定め、人的な安全と事業の継続を確保する体制を整備する。 

３．取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制 

　 当社の経営に関する事項は、社内規程に従い、その重要度に応じて、取締役会又は幹部会において審議・決定

する。取締役の職務が効率的に行われることを確保するため、職務権限規程や業務分掌規程などを定める。

 

４．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１） 　役員及び社員が規範として遵守すべき事項を行動指針として定め、その浸透を図る。 

（２） 　コンプライアンス規程を定めて統括取締役がコンプライアンスに関する施策の実施を統括するとともに、取締役

　 会が定める方針・計画について、その実施状況を定期的にモニタリングする体制を整備する。

（３） 　役員及び社員に対する教育・研修は、階層別に実施する。 

（４） 　公益通報者保護法に従い、内部通報制度を整備し、社員に対しその周知を図る。 

（５） 　経営企画室が内部監査を実施し、業務の適正確保を図る。 

（６） 　金融商品取引法に従い、財務報告に係る内部統制の整備を行うとともにその運用状況を含めて定期的に評価

　  し、財務報告の信頼性確保を図る。 

（７） 　購買決裁規程に暴力団排除条項を定め、警察や地元企業等と連携しながら、反社会的勢力との関係を一切排

　 除する。 

５．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

　 当社及び関係会社がグループ内で安定成長を図るために、関係会社管理規程を定め、 親会社・子会社間の報

告連絡体制を確立する一方で、利益相反防止に必要な措置も講じてグループ全体の業務の適正確保を図る。 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 

　 現状の事業規模に鑑みれば、 監査役の職務を補助すべき使用人を置かなくとも、 独立性の確保された内部監

査部門等と緊密な連携を保つことによって、監査の実効性は確保できるとの監査役の判断により、当社は当該使用

人に関する体制を設けない。 

　業務の適正を確保するための体制　

　業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要　
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７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

（１） 　当社グループの取締役（及び使用人）は、 監査役に対して、 会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を

　 発見したときは、当該事実に関する事項を速やかに報告することとする。 

（２） 　当社グループの取締役（及び使用人）が、監査役に当該事実に関する事項を報告したことを理由として不利な

　 取扱いを受けないことを確保するための体制を整備する。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１） 　監査役は、取締役会、幹部会、その他の重要会議等に出席し、必要があれば意見を述べる。 

（２） 　監査役は代表取締役等と定期的に会合をもち経営課題等につき意見を交換する。 

（３） 　内部監査部門等と緊密な連携を保ち、監査の実効性確保を図る。 

１．損失の危険の管理

　 取締役会で選定された重要リスクについて、リスク担当部署が個別リスクの管理を行い、定期的にその対応状況

を取締役会が評価することによりリスクの低減に努めております。

　 また、BCPに基づいて、工場における大規模災害を想定した訓練を年１回行い、有事における社内連絡体制の

確認と、速やかな復旧を実現するための行動を訓練しております。

２．取締役の職務執行

　 取締役会および幹部会を定期的に開催し、社外取締役および監査役が出席するなか、当社の経営に関する事

項を審議・決定しております。

３．コンプライアンス体制

　 取締役会が定める方針・計画に従い、コンプライアンスに関する啓発等の活動を推進しております。

　 経営企画室は、内部監査計画に基づき、当社各部門の内部監査を実施するとともに、財務報告にかかる内部統

制の整備・運用状況の評価も実施しております。

４．監査役の職務執行

　 監査役は、監査計画に基づき、取締役の職務執行を監査しております。また、取締役会、幹部会その他の重要

会議への出席や、代表取締役、会計監査人、内部監査部門との間の定期的な情報交換等により、監査の実行性

確保に努めております。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
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(単位：百万円)

当期首残高 5,913 61,762

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 2,343

　親会社株主に帰属する当期純利益 5,750

　自己株式の取得 △ 643

　自己株式の処分 0

　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 2,763

当期末残高 5,913 64,525

その他有価証券
評価差額金

当期首残高 11,098 72,894

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 2,343

　親会社株主に帰属する当期純利益 5,750

　自己株式の取得 △ 643

　自己株式の処分 0

　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 △ 1,847 907

当期末残高 9,250 73,801

連結株主資本等変動計算書

自　2024年 4月 1日
至　2025年 3月31日

項目

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

5,246 51,294 △ 692

△ 2,343

5,750

△ 643

0 0

　株主資本以外の項目の

0 3,406 △ 643

5,247 54,701 △ 1,336

項目

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
退職給付に係る その他の包括利益

調整累計額 累計額合計

22 11,120 11

△ 1,855
　株主資本以外の項目の

△ 1,847 △ 10 △ 1,857 2

△ 10 △ 1,857 2

11 9,262 13
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Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　連結子会社の数 １社

　連結子会社の名称 東邦カーボン㈱

(2）非連結子会社の名称等  

　非連結子会社の名称 ＳＥＣファーネス㈱

アイ'エムセップ㈱

2024年４月１日付でＳＥＣ産業㈱とＳＥＣエンジニアリング㈱が合併し、ＳＥＣファーネス㈱に商号変更しております。

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益

　剰余金(持分に見合う額)等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

　会社等の名称

(非連結子会社) ＳＥＣファーネス㈱

アイ'エムセップ㈱

(関連会社) ㈱ハイテンプ・マテリアルズ・システム

持分法を適用していない理由

非連結子会社及び関連会社については当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う

　額)等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

　としても重要性がないためであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である東邦カーボン㈱の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、

　同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

　行っております。

４．会計方針に関する事項

(1）資産の評価基準及び評価方法

① 有  価  証  券････････ その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの　……   時価法

      (評価差額は全部純資産直入法

       により処理し、売却原価は

       移動平均法により算定)

市場価格のない株式等　…………………  主として移動平均法による

       原価法

② デ リ バ テ ィ ブ･････ 時価法  

③ 棚　卸　資　産････････ 主として総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法 　　　ただし、岡山工場については定額法 

1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した

 建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を

 採用しております。

連　結　注　記　表
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③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

(3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は、貸倒実績率法によっており、貸倒懸念債権

　及び破産更生債権等は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4）収益及び費用の計上基準

　当社グループは、炭素製品の製造・販売を主な事業としており、その履行義務は、製品の販売です。

これは、財又はサービスが引き渡される一時点で充足される履行義務であり、国内取引においては、製品の出荷時点から

当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が、国内における出荷及び配送に要する日数に照らして合理的と

考えられる日数であることから、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項を適用し、製品の出荷時点で収益を

認識しております。

　輸出取引においては、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を

認識しております。

(5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① ヘッジ会計の方法

ⅰ ヘッジ会計の方法

　予定取引に係る為替予約等に関して、繰延ヘッジ処理を採用しております。

ⅱ ヘッジ手段とヘッジ対象

  外貨建取引(金銭債権債務及び外貨建予定取引)の為替変動リスクに対して為替予約取引等を

ヘッジ手段として用いております。

ⅲ ヘッジ方針

  為替予約等は通常の取引の範囲内で、外貨建営業債権債務に係る将来の為替レート変動リスクを

回避する目的で為替予約取引等を行っております。為替予約取引等は通常の外貨建売上債権に係る

輸出実績等を踏まえ、必要な範囲で実施しております。

ⅳ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段およびヘッジ対象について、個々の取引毎のヘッジの有効性を評価しておりますが、

ヘッジ対象となる外貨建取引と為替予約取引等について、通貨、金額、期間等の条件が同一の

場合は、ヘッジの有効性が極めて高いことから評価を省略しております。

ⅴ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

　当社の為替予約取引等は、社内規程に基づき、基本方針について代表取締役の承認を得て、

経理部が営業各部作成の入金予定及び為替レートを検討したうえで実行しております。また、その

管理は経理部が営業各部より販売契約残高の報告を求め商社及び金融機関からの残高通知書との

照合及び実需との確認を行うとともに、毎月の取引実績を役員会へ報告しております。

　また、経営企画室も内部監査等を実施し、リスク管理に努めております。

② 退職給付に係る会計処理の方法

ⅰ 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、期間定額基準によっております。

ⅱ 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益

累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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５．会計方針の変更

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、

2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）

第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。

　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

Ⅱ　重要な会計上の見積りに関する注記
棚卸資産の評価

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売却価額が帳簿価額を下回っている

棚卸資産の帳簿価額を、正味売却価額まで切り下げる会計処理を適用しております。

　会計処理の適用にあたっては、基本的には決算月における実績の販売価格から直接販売費を控除した正味売却価額と

簿価との比較により評価損の金額を計算しておりますが、市況の著しい変化等により期末日以降に販売価格の重要な変動が

あった場合には、契約書など客観的情報に基づいて正味売却価額に反映させております。 

　当社グループの製品の生産リードタイムは比較的長く、このため棚卸資産残高は多額となっております。

また、製品の販売価格や原材料の購入価格は、景気変動等による市場の需給状況に応じて大きく上下するという特徴があります。

特に原材料の市場価格下落局面においては、下落前に仕入れた原材料を使用し製造した製品を販売する時にはすでに

販売価格が大きく下降している場合もあり、棚卸資産の評価損が多額になる可能性があります。

Ⅲ 収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

２．収益を理解するための基礎となる情報

 「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 百万円

２．保証債務

　他の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

アイ'エムセップ㈱ 百万円

人造黒鉛電極 4,524

当連結会計年度

商品及び製品 1,897

仕掛品 13,038

原材料及び貯蔵品 2,917

当連結会計年度

アルミニウム製錬用
カソードブロック

22,002

特殊炭素製品 3,653

ファインパウダー
及びその他炭素製品

998

合計 31,179

53,546

13
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Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末日における発行済株式数

株

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　① 2024年５月14日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

　・普通株式の配当に関する事項

(1) 配当金の総額 百万円

(2) １株当たり配当額 66 円

(3) 基準日

(4) 効力発生日

　② 2024年11月13日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

　・普通株式の配当に関する事項

(1) 配当金の総額 百万円

(2) １株当たり配当額 50 円

(3) 基準日

(4) 効力発生日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2025年５月14日開催の取締役会において、次のとおり付議いたします。

　・普通株式の配当に関する事項

(1) 配当金の総額 百万円

(2) 配当の原資

(3) １株当たり配当額 50 円

(4) 基準日

(5) 効力発生日

Ⅵ 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については基本的に安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については

 運転資金及び設備投資資金等の資金需要に応じて銀行借入を行う方針であります。

 また、デリバティブ取引については、外貨建売上債権の為替の変動リスクを回避するために、為替予約取引

 等を行っており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、取引先ごとに

 与信管理、期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や

 軽減を図っております。外貨建売上債権は、為替の変動リスクに晒されております。当該リスクについては、

 為替予約取引等を利用してヘッジしております。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。主に業務上の関係を有する企業の株式で

 あり、定期的に時価の把握を行っております。

買掛金、未払法人税等、未払消費税等は、1年以内の支払期日のものであります。これらの負債は資金

 調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されておりますが、当社グループ

 では適時に資金繰り計画を作成及び更新し当該リスクを管理しております。

デリバティブ取引については、外貨建売上債権の為替の変動リスクを回避するために、為替予約取引等を

 行っております。為替予約取引等は、社内規程に基づき、基本方針について代表取締役の承認を得て、

 経理部が営業各部作成の入金予定及び為替レートを検討したうえで実行しております。また、その管理は

 経理部が営業各部より販売契約残高の報告を求め商社及び金融機関からの残高通知書との照合及び実需との

 確認を行うとともに、毎月の取引実績を役員会へ報告しております。また、相手先は、信用度の高い総合

 商社及び金融機関のみであり、契約が履行されないことによるリスクは極めて少ないものと判断しております。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。

2024年3月31日

普 通 株 式 20,694,340

1,341

2024年6月7日

1,002

2024年9月30日

2024年12月4日

1,002

利益剰余金

2025年3月31日

2025年6月9日
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。((注)を参照ください。)

　また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、買掛金、未払法人税等、未払消費税等は、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

(1)投資有価証券

          その他有価証券 17,593 17,593 －

17,593 17,593 －

(2)デリバティブ取引（※） 43 43 －
(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

( ）で示しております。

(注)市場価格のない株式等の金融商品

（単位：百万円）

130

上記については、市場価格のない株式等となるため、｢(1)投資有価証券｣には含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の3つのレベルに分類しております。

　レベル1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　レベル2 の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　レベル3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

　レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

(1)投資有価証券

　　　その他有価証券 17,593 - -

17,593 - -

(2)デリバティブ取引 - 43 -

(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、買掛金、未払法人税等、未払消費税等は、短期間で

決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

　これにより、該当するものはありません。

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

　その時価をレベル1の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　　これらの時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、

　　レベル2の時価に分類しております。

資産計

連結貸借対照表計上額 時価 差額

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

資産計 17,593

43

17,593
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Ⅶ 賃貸等不動産に関する注記

　当社では、京都府及び岡山県その他の地域において、賃貸利用している不動産及び工場跡地等を有しております。

　なお、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

122 1,616

(注)1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

 　 2.当連結会計年度末の時価は、主として｢不動産鑑定評価基準｣に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて

   調整を行ったものを含む。)であります。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記

　１株当たり純資産額 3,680円64 銭

　１株当たり当期純利益 285円59 銭

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円

普通株主に帰属しない金額 ― 百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 百万円

普通株式の期中平均株式数 株

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

5,750

5,750

20,135,249
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当期首残高 5,913 4,705 541 5,246 762 17 6,600 43,508 50,888

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △ 1 1 －

　剰余金の配当 △ 2,343 △ 2,343

　当期純利益 5,668 5,668

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － 0 0 － △ 1 － 3,326 3,325

当期末残高 5,913 4,705 541 5,247 762 15 6,600 46,835 54,213

当期首残高 △ 692 61,356 11,098 11,098 72,454

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 － －

　剰余金の配当 △ 2,343 △ 2,343

　当期純利益 5,668 5,668

　自己株式の取得 △ 643 △ 643 △ 643

　自己株式の処分 0 0 0

　事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 △ 643 2,681 △ 1,847 △ 1,847 834

当期末残高 △ 1,336 64,038 9,250 9,250 73,289

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

合計
圧縮積立金

株主資本等変動計算書

自　2024年 4月 1日
至　2025年 3月31日

（単位：百万円）

資本準備金
その他

資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金

固定資産
別途積立金

繰越利益
資本剰余金

利益剰余金

項目

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 差額等合計

剰余金

　株主資本以外の項目の

　株主資本以外の項目の
△ 1,847 △ 1,847 △ 1,847

評価・換算

11



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券　 市場価格のない株式等以外のもの 時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(ただし、貯蔵品は先入先出法による)

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 定率法

ただし、岡山工場については定額法

1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した

　建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 定額法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を

　採用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は、貸倒実績率法によっており、貸倒懸念債権

　及び破産更生債権等は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

　基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

　ついては、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

　年数(10年)による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

個　別　注　記　表
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４．収益及び費用の計上基準

　当社は、炭素製品の製造・販売を主な事業としており、その履行義務は、製品の販売です。

これは、財又はサービスが引き渡される一時点で充足される履行義務であり、国内取引においては、製品の出荷時点から

当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が、国内における出荷及び配送に要する日数に照らして合理的と

考えられる日数であることから、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項を適用し、製品の出荷時点で収益を

認識しております。

　輸出取引においては、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を

認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

　おります。

(2) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

予定取引に係る為替予約等に関して、繰延ヘッジ処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

外貨建取引(金銭債権債務及び外貨建予定取引)の為替変動リスクに対して為替予約取引等をヘッジ

手段として用いております。

③ ヘッジ方針

為替予約等は通常の取引の範囲内で、外貨建営業債権債務に係る将来の為替レート変動リスクを

回避する目的で為替予約取引等を行っております。為替予約取引等は通常の外貨建売上債権に係る

輸出実績等を踏まえ、必要な範囲で実施しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段およびヘッジ対象について、個々の取引毎のヘッジの有効性を評価しておりますが、

ヘッジ対象となる外貨建取引と為替予約取引等について、通貨、金額、期間等の条件が同一の場合は、

ヘッジの有効性が極めて高いことから評価を省略しております。

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

当社の為替予約取引等は、社内規程に基づき、基本方針について代表取締役の承認を得て、経理部

が営業各部作成の入金予定及び為替レートを検討したうえで実行しております。また、その管理は

経理部が営業各部より販売契約残高の報告を求め商社及び金融機関からの残高通知書との照合及び

実需との確認を行うとともに、毎月の取引実績を役員会へ報告しております。

　また、経営企画室も内部監査等を実施し、リスク管理に努めております。

(3) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計

　処理の方法と異なっております。

６．会計方針の変更

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。

　なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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Ⅱ　重要な会計上の見積りに関する注記

棚卸資産の評価

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「連結注記表（重要な会計上の見積りに関する注記）棚卸資産の評価」に記載した事項と同一であるため、

記載を省略しております。

Ⅲ　収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅳ　貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 53,546 百万円

２．関係会社に対する短期金銭債権 447 百万円

関係会社に対する短期金銭債務 104 百万円

３．保証債務

　他の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

アイ'エムセップ㈱ 13 百万円

Ⅴ　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 1,230 百万円

その他の営業取引高 785 百万円

営業取引以外の取引高 9 百万円

原材料及び貯蔵品 2,917

当事業年度

商品及び製品 1,895

仕掛品 13,038
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Ⅵ　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式数 646,594 株

Ⅶ　税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 163 百万円

棚卸資産評価損 154

賞与引当金 110

助成金見積額 55

未払事業税 29

減損損失 20

未払社会保険料 16

貸倒引当金 15

投資有価証券 13

長期未払金 9

その他 11

繰延税金資産小計 600 百万円

評価性引当額 △ 59

繰延税金資産合計 541 百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 4,129 百万円

固定資産圧縮積立金 △ 7

繰延税金負債合計 △ 4,136 百万円

繰延税金負債の純額 △ 3,595 百万円

２．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が令和７年３月31日に国会で成立し、

令和８年４月１日以後に開始する事業年度から防衛特別法人税が施行されることとなりました。

これに伴い、回収又は支払が見込まれる期間が令和８年４月１日以降の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率を30.6％から31.5％に変更しております。

　その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が112百万円増加し、

当事業年度に計上された法人税等調整額が3百万円、その他有価証券評価差額金が116百万円

それぞれ減少しております。
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Ⅷ　関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

（単位：百万円）

取引の内容 取引金額 期末残高

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

1. 大谷製鉄㈱の議決権は、当社役員及びその近親者が86.4％を所有しております。(間接所有15.0％)

2. 大谷製鉄㈱は、｢親会社及び法人主要株主等｣グループの種類｢その他の関係会社｣及び｢主要株主｣にも

該当しております。

3. 大谷製鉄㈱との販売取引は、市場価格を勘案して取引条件を取締役会で決定しております。

Ⅸ　１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 銭

１株当たり当期純利益 銭

（注）   

1. １株当たり当期純利益の算定上の基礎

当期純利益 百万円

普通株主に帰属しない金額 百万円

普通株式に係る当期純利益 百万円

普通株式の期中平均株式数 株

科 目

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社（当該会
社等の子会
社を含む）
等

大谷製鉄㈱ 直接 19.9％

会社等
の名称

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

種 類

役員の兼任

3,655円74

281円54

当社製品の
販売

製品の販売 288 売掛金

5,668

―

5,668

20,135,249

56
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